
No 事業名 目標指標 担当局 担当部署 リスクシナリオ 現状（値）（令和5年度の実績） 令和６年度の目標 計画期間最終目標 目標達成年度 総合振興計画事業コード 令和６年度末の取組・目標値 令和６年度末の取組状況 実績評価

1 消防署所等の整備数 消防署所等整備数 消防局
消防企画課、消

防施設課
1-1 １出張所整備継続 １出張所整備継続

令和７年度までの５年間で１署整備完了、１所整備継続、
１署、１所及び１施設整備着手

令和７年度 10-1-3-01 １出張所整備継続 １出張所整備継続 Ｂ
2 消防車両の増強整備 消防車両増強整備数 消防局 警防課 1-1 １台 １台 令和７年度までの５年間で７台増強整備 令和７年度 10-1-3-01 １台 ３台 Ａ
3 消防団員の確保 消防団員の年間入団者数 消防局

消防団活躍推進
室

1-1 59人 72人 令和７年度までの５年間で360人入団 令和７年度 10-1-3-02 72人 58人 Ｃ
4 消防団施設整備 消防団施設整備（新設・建替） 消防局

消防団活躍推進
室、消防施設課

1-1 ２分団車庫設計完了 ２分団車庫完了 令和７年度までの５年間で10施設整備 令和７年度 10-1-3-02 ２分団車庫完了 ２分団車庫建設工事着手 Ｃ
5 消防分団の増強 消防分団の増強 消防局

消防団活躍推進
室

1-1 − − 令和７年度までの５年間で増強３分団 令和７年度 10-1-3-02 − − −
6 先進技術の開発協力

公民連携による開発協力を行っ
た事業数（複数年度のものを含
む）

消防局 消防企画課 1-1 ２事業 １事業 令和７年度までの５年間で延べ５事業 令和７年度 10-1-3-03 １事業 ２事業 Ａ
7

実践的教育訓練システム
の導入

実践的教育訓練システムによる
教育修了者数

消防局 消防企画課 1-1 実践的教育訓練システムの設計
実践的教育訓練システム

の導入
令和７年度に実践的教育訓練システムによる教育修了者324人 令和７年度 10-1-3-03 実践的教育訓練システムの導入 実践的教育訓練システムの設計 Ｃ

8
情報システムと連動した
電子申請の推進

情報システムと連動した電子申請
化数

消防局 消防企画課 1-1
情報システムと連動可能な届出等の

検討

情報システムと連動した
電子申請の試験導入・５

種類
令和７年度までの５年間で延べ11種類 令和７年度 10-1-3-03

情報システムと連動した電子申請の試
験導入・５種類

情報システムと連動可能な届出等の検
討 Ｃ

9
高齢者家庭防火訪問の
推進

高齢者家庭防火訪問の実施件数 消防局 予防課 1-1 23,372件 21,900件 令和７年度までの５年間で109,500件 令和７年度 10-1-3-04 21,900件 23,548件 Ｂ
10 火災予防講習会の実施 講習会参加者の満足度 消防局 査察指導課 1-1 95% 90% 毎年度ごとに満足度90％ 令和７年度 10-1-3-04 90% 96% Ｂ
11

学校施設リフレッシュ基本
計画の推進

学校施設リフレッシュ基本計画に
基づいた改修・建替えに着手

教育委員
会事務局

学校施設整備課 1-2 ３校 ８校 令和７年度までの５年間の累計で26校の改築・改修工事に着手 令和７年度 04-1-5-03 ８校 １校 Ｃ
12

既存建築物の耐震化促
進

耐震診断の棟数（住宅） 建設局
建築総務課、建

築指導課
1-2 301棟 300棟 令和７年度までの５年間で1,500棟 令和７年度 10-1-1-03 300棟 426棟 Ａ

13 準用河川改修事業

準用河川の整備
①新川
②黒谷川
③上院川

建設局 河川課 1-3
①橋りょう工事
②河道改修工事
③用地買収交渉

①河道改修工事
②河道改修工事
③用地買収交渉

令和７年度までの５年間で３河川について事業を進捗させる 令和７年度 10-1-1-04
①河道改修工事
②河道改修工事
③用地買収交渉

①河道改修工事
②河道改修工事
③用地買収交渉

Ｂ
14 排水路等改修事業 排水路等の整備延長 建設局 河川課 1-3 0.4㎞増 0.5㎞増 令和７年度までの５年間で2.1㎞増 令和７年度 10-1-1-04 0.5㎞増 0.5㎞増 Ｂ
15 流域対策施設整備事業 流域対策施設の整備着手数 建設局 河川課 1-3 １施設（流域貯留浸透施設）

２施設（流域貯留浸透施
設）

令和７年度までの５年間で４施設整備完了 令和７年度 10-1-1-04 ２施設（流域貯留浸透施設） ２施設（流域貯留浸透施設） Ｂ
16

河川管理施設等の計画
的な更新

河川管理施設等の更新・修繕工
事の実施延長

建設局 河川課 1-3 150ｍ 150ｍ 令和７年度までの５年間で750ｍ 令和７年度 10-1-1-05 150ｍ 150ｍ Ｂ
17

河川管理施設等の計画
的な更新

排水施設更新数 建設局 河川課 1-3 ４施設 ４施設 令和７年度までの５年間で20施設 令和７年度 10-1-1-05 ４施設 ４施設 Ｂ
18 下水道浸水対策の推進 整備促進エリアの対策完了数 建設局 下水道計画課 1-3 ４か所 ４か所 令和７年度までの５年間で18か所 令和７年度 10-1-1-06 ４か所 ６か所 Ａ
19

九都県市合同防災訓練
の実施

九都県市合同防災訓練参加者の
理解度（地震発生時の行動）

総務局 防災課 1-6、1-7 − 90% 令和７年度まで 90％を維持 令和７年度 10-1-2-05 90% − −
20 防災教育の推進

地震や火事のとき、どのように避
難したり、身を守ったりすればよ
いか、知らないと回答した児童生
徒の人数

教育委員
会事務局

健康教育課 1-7 28.9％減 25％減 令和７年度までに30％減 令和７年度 04-1-5-04 25％減 43.9％減 Ａ
21

防災展示ホール及び地
震体験車の利用者数増
加

利用者数（防災展示ホール、地
震体験車）

消防局 予防課 1-7 39,707人 36,500人 令和７年度までの５年間で180,000人 令和７年度 10-1-3-05 36,500人 38,144人 Ｂ
22

防災展示ホールの利用
者満足度向上

利用者満足度（防災展示ホール） 消防局 予防課 1-7 97% 90% 毎年度ごとに満足度90％ 令和７年度 10-1-3-05 90% 95% Ｂ

指標確認事項（令和６年度さいたま市総合振興計画基本計画の実施状況報告書より）「３　さいたま市国土強靭化に関連する指標一覧」への指標の位置づけ状況（令和６年度別冊）

さいたま市国土強靱化地域計画【別冊】　令和６年度実績評価一覧
事前に備えるべき目標１（被害の発生抑制により人命を保護する）


